


































A Study of Industrial Education Policy in the Period 
of High Economic Growth
























































































































































































































































































































10 年間で 8800 人の工業教員を養成する計画で
あった。学科とその各定員は、機械工学科 240




























38 858 663 516 147
39 690 675 533 142
40 687 713 458 255
41 427 593 245 348
42 584 194 390
43 452 125 327






































る）。英訳名は “Training Institute for Engineering 





































年度 学科 志願者 受験者 合格者
36
機械 158 41












化学    172（5） ― ―
計 363
40
機械 134  71 30
化学 137  55 25
計 271 126 55
41
機械 129  76 14
化学  83  46 12







ついて、『九州大学新聞』第 475 号（昭和 37 年



























機械  31  35
化学  28  30
計  59  65
39
機械  29  37
化学  37  24
計  66  61
40
機械  25  32
化学  24  27
計  49  59
41
機械  12  27
化学  11  33








































機械 37 38 75
化学 31 33（1） 64（1）
計 68 71（1） 139（1）
38
機械 31 42 37 110
化学 28 27 30（1） 85（1）
計 59 69 67（1） 195（1）
39
機械 29 31 42 102
化学 36（1） 28 27 91（1）
計 65（1） 59 69 193（1）
40
機械 26 29 33 88
化学 23 34（1） 29 86（1）
計 49 63（1） 62 174（1）
41
機械 12 21 30 63
化学 11 22 35（1） 68（1）
計 23 43 65（1） 131（1）
42
機械 10 23 33
化学 10 22 32


































































































機械（36） 28 2 6 0
化学（24） 14 3 7 0
計（60） 42 5 13 0
40
機械（32） 26 1 5 0
化学（27） 16 2 9 0
計（59） 42 3 14 0
41
機械（27） 15 7 5 0
化学（33） 12 5 14 2
計（60） 27 12 19 2
42
機械（20） 2 3 15 0
化学（21） 1 4 14 2
計（41） 3 7 29 2
43
機械（10） 7 － 3 －
化学（11） 3 － 8 －












































































































科目名 36年度 37年度 38年度
39年度 40年度 41年度
機械 化学 機械 化学 機械 化学
自然科学史 2 2 2 2 2 2 2 2 2
工業経済 2 2 2 2 2
物理学 9 8 8 6 8 6 6 6 6
物理学実験 1 1 1 1 1
化学 4 4 4 3 4 3 3 3 3
図学 4 3 3 3 3 3 3 3 3
数学解析 10 9 9 9
数学第一 6 6 6 6 6
数学第二 3 3 3
英語 5 5 5 5 5 5 5 5 5
ドイツ語 5 5 5 5 5 5 5 5 5
倫理 2 2 2 2 2 2 2 2 2
哲学 2 2 2 2 2 2 2 2 2
憲法 2 2 2 2 2 2 2 2 2
体育 1
単位数計 47 44 44 43 44 40 37 40 37
卒業の要件 47 44 44 43 44 40 37 40 37
表6-2　教育課程　教職教育科目
科目名 36年度 37年度 38年度
39年度 40年度 41年度
機械 化学 機械 化学 機械 化学
教育原理 2 2 2 2 2 2 2 2 2
教育心理 2 2 2 2 2 2 2 2 2
工業科教育法 3 3 3 3 3 3 3 3 3
教育実習 1 2 2 2 2
単位数計 7 7 7 8 7 9 9 9 9
卒業の要件 7 7 7 8 7 9 9 9 9
表6-3　教育課程　専門教育科目
36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度
機械 化学 機械 化学 機械 化学 機械 化学 機械 化学 機械 化学
必修科目 73 68 65 62 65 62 65 62 67 67 67 67
選択科目 14 20 14 17 14 17 14 17 14 17 14 17
開講科目 87 88 79 79 79 79 79 79 81 84 81 84
卒業の要件 78 78 69 69 69 69 69 69 71 74 71 74
表6-4　教育課程　卒業要件単位数
36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度
機械 化学 機械 化学 機械 化学 機械 化学 機械 化学 機械 化学
基礎教育科目 47 47 44 44 44 44 43 44 40 37 40 37
教職教育科目 7 7 7 7 7 7 8 7 9 9 9 9
専門教育科目 78 78 69 69 69 69 69 69 71 74 71 74


























































































































































































































































































































































































































































































学会第 24 回大会報告資料』1965 年、p. 125 及
び注（2）所収の関係資料に拠る。
































（15） 「時事通信内外教育版」昭和 36 年 3 月 31 日、
『戦後日本教育史料集成　第 7巻　経済の高度
成長と教育』三一書房、1983 年、pp. 98-99 所
収に拠る。
（16） 「時事通信内外教育版」昭和 36 年 4 月 18 日、
『戦後日本教育史料集成　第 7巻　経済の高度






年度は 96 単位以上、閉所年度は 120 単位以上
である。なお、広島大学工業教員養成所の昭
和 41 年度『学生便覧』に拠れば、卒業要件単
位数は 110単位以上となっていて、各工業教員
養成所によって、また年度によって教育課程
や卒業要件単位数に違いがみられるようであ
る。
（19） 注（7）の佐藤（2003）に拠れば、北海道大学
工業教員養成所では、①「基礎教育科目」の
単位数が増えているが、当初 19 単位と少な
かった教養系の科目を新設し 3学科共通計 33
単位となったものである。比較すると九州大
学工業教員養成所は、①「基礎教育科目」に
ついては 40 単位前後で推移しており、当初か
ら教養教育に力を入れていたとも解されよう。
（20） 高等専門学校は、当初は工業高等専門学校と
して発足し、その後、商船高等専門学校等、
工業以外の高等専門学校も発足した。
（21） 注（1）の第 2章「高等専門学校制度発足の経
緯と背景－創設前後の制度－」参照。
（22） 注（21）に同じ。なお、工業教員養成所を臨
時的に設置せざるを得ないほどに逼迫してい
た状況に鑑みれば、高等専門学校に予定され
ていた教諭配置の撤回には、工業教員不足と
いう現実的な問題が影響したとも解される。
（23） 原正敏「五年制高等専門学校」『教育』第 11巻
第9号、1961年、p. 54に拠る。
（24） 国語、英語、社会等の他教科の高等学校教諭
二級普通免許状を取得する場合、当時におい
ても、大学にて教職課程を履修し、教育職員
免許法に規定されている単位数を修得しなけ
ればならなかった。同じ高等学校の免許で
あっても、工業の免許は他教科とは異なった
措置がとられており、資格取得の平等性とい
う点から矛盾があった。
（25） 注（21）に同じ。
（26） 現在までに、高等専門学校卒業者の大学への
編入、工業高校卒業者の高等専門学校 4年次へ
崇城大学　紀要　第46号18
の編入、主に高等専門学校を受け入れる技術
科学大学の創設、高等専門学校専攻科修了者
の大学院編入等、高等専門学校の他種の学校
との接続はかなり多様化してきている。
高度経済成長期における工業教育政策に関する考察―九州大学工業教員養成所を視座にして― 19

